
論説:

日本政治視察と清末省行政組織の改編

1.はじめに

中華民国成立当初の政治史は、しばしば党派対

立的な図式で描かれるが、いかなる党派であろう

と・新たな国家建設のための政治組紗準備は当

面する重要な課題であった。やはり党派対立的観

点からではあるが、これまでも中央議会について

は比較的注目されており、とくに近年では議院内

閣制の樹立を目指した宋教仁や、それとの関連で

孫文、蓑世凱といった当時の政治指導者の再評価
(1)

にまで議論が及んでいる。

ところが中華民国成立当初の地方政治組織、と

くに行政組織については、制度論的研究あるいは

特定の省や県に関する事例研究など若干の研究が
(2)

ないわけではないが、全般的にはあまり強い関心

が向けられていない。しかし地方行政組織、とく

に省行政組纖をいかに編成し、いかなる権限を付

与するかは中華民国の建設にとって重大な問題

だったはずである。なぜならば辛亥革命は清朝の

権力の中枢を暴力的に破壊したわけではなく、各

省が「独立」を宣言し、地方が清朝の統治機構か

ら組脱するという事態を根拠としていたからであ

る。しかも太平天国以後、各省では全般に省レベ

ルでの集権化が見られ中央に対する自立化が進

んでいたが、それは単純な軍事権の問題ではな
日日

かった。

中華民国成立直後から、当時の政治指導者は中

央と省との関係を調整するための省行政組編成

の立案に当然着手しなければならなかったわけで

あり、蓋世凱が大総統に就任して以後、法制局、

総統府、国務院等で三度にわたって草案が作成さ

れた。しかし軍民分治論、行政長官の選任方法、
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さらには廃省論等が複雑にからみ、合意は容易に

形成できなかった。このために蓑世凱は、正式の

地方行政制度が公布されるまでの臨時的措置の実

施を、大総統令として1913年1月に各省に通知し

た。この大総統令では、省の行政長官である民政

長の選出・任命や、軍区を統括する都督との関連

等、微妙な問題については暖味なままになってい

たが、本稿の内容との関連で次の二点に注目した

い。第一は内務、財政、教育、実業と省行政組織

を専門的に分化させるとともに、民政長の下に合

議的行政組織である「省行政公署」を設置するこ

とになっている点である。第二は民政長が当該の

省政とともに中央からの委任行政事務を処理する

だけでなく、「中央直轄特別行政官庁」を各省に設

置し中央行政を直接に執行することが企図されて
(41

いる点である。前者は専門分化を前提とする合議

的省行政組織の編成を意味しており、後者は中央

優位な地方との行政権限の調整を意味している。

ところでこうした省行政組織の再編成や中央・

地方間の行政権限の調整は、「革命」の結果として

中華民国成立後にはじめて立案され、着手された

というわけではなかった。20世紀に入ってからの

清朝は立憲制国家に移行することを決定し、その

最初の準備作業として官制改革一一行政組織の改

諒-に着手したことはよく知られている。官制

改革の結果がいかなるものであったかはともか
t5I

く、地方官制改革案作成過程において行政組織に

関する合議制の採用や専門化はすでに検討されて

おり、部分的には実施もされていた。本稿の直接

的課題は、清末官制改革の一環として作成された

省行政組織改編案一一実施状況については別途考
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察することにしたしト一一の内容を明らかにするこ

とであるが、これは近代国家建設に必要な行政組

織の整備案を追究する作業であり、中華民国成立

後までをも見通す視角が必要である。また立憲制

国家移行のための準備過程全般についていえるこ

とではあるが、官制改革の問題についても、日本

の政治視察や日本留学経験の影響が非常に強く見
(6)

られるのであり、日本との関係についても留意す

る必要があるであろう。

2.官制編制館の設置と官制改革案作成の開始

19髄年、5人の海外政治視察大臣が帰国した直

後、立憲制採否のための御前会議が開かれたが、

この会議で立憲制国家へ移行することと、その準

備の一環としてまず官制の改革に着手することが

決定された。立憲制移行の清朝の意思が上諭とし

て公布されたのは1災妬年9月であるが、先の御前

会議では官制改革の基本方針に関する意見も提示

されたようで、地方については現在の督撫の権限

を大幅に削減して日本の府県知事程度とし、軍

事・財政権は中央に回収する方針が示されたと
(7)

もいわれている。

このような基本方針を提示したのが誰であるか

は明らかでないが、帰国したばかりの政治視察大

臣たちも、官制改革について積極的に発言してい

た。彼らは「責任内閣」を樹立して中央行政を統

一することを主張するとともに、中央と地方の行

政権限および地方行政について次のように提案し
(8)

ていた。世界のなかで中央集権の典型を日本に、

地方分権のそれを米国に求めたうえで、彼らはそ

のいずれかをモデルとするというのではなく、中

央行政府と地方督撫との権限を調整することに

よって中央・地方間の行政の一体性を創出する

ことを求めていたが、司法と軍政は中央に直属さ

せるべきだとしていたから、現状と比較すれば中

央匪位な調整を目指していたといえよう。

一方、地方政治については数々の重要な提言が

見られた。第一に、省以下の地方行政を3級に整

理すべきことを提案していた。この当時しばしば

指摘されていた行政上の問題の一つとして「治官

の官」、すなわち行政監督的行政組織のみが多いこ

とがあったが、政治視察大臣の提案の一つの意図

は也方行政の簡素化にあった。具体的には州県の

上位に位置して行政の監督にあたっていた道・

府等を廃止し、これまでの州県は規模によって新

たに府州県に区分するが、いずれも省に直結する

ことになっていた。また新府州県の下位に位置す

る郷市については、担当する事務が増加しつつあ

る新府州県行政の補助と人民の公共心育成のため

に自治制を導入することを提案している。自治制

といっても行政首長の民選までを認めているのは

最末端の郷のみであり、市以上についても議会組

織の設置を提案してはいるものの、.上位になれば

なるほど官治的性格を強めている。こうした地方

自治のありかたは、181氾年前後に法的に一応の樹

立を見た日本の近代的地方自治制度によく似てい
く9I

る。

第二に省政については、現在の布政司・按察

司・提学司の3司制が行政事務の執行に不適当

であるという理由で、中央行政府に直属する司

法・軍政両司以外、省の行政官として民政・財

政・巡肇・提学・外交・郵政の6司を設置し、行

政の専門分化を促進することを提案していた。同

様な行政の専門分化は新府州県についても提案し

ており、内務・警務・収税・監獄の4部を設置す

べきとしていた。この政治視察大臣の提案には、

∴「新政」の開始以降、多量化・多様化しつつあっ

た行政事務を担えるような組織を、中央のみなら

ず地方においても編成しようとする意図があった

と考えられるが、具体案の作成には日本等での政

治視察の経験が当然活かされていたであろう。

もっとも細部について見ると、視察大臣の意見が

すべてにおいて同一だったというわけではなかっ

た。海外政治視察大臣の一人であった端方は省行
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表1官制編制館の人員構成

政の専門分化について、提学、財政、警務、裁判、

軍政、農務、工務、商務の8司の設置を考えてい
(10)

たようで、どちらかといえば産業面を重視した案

になっている。ただし省行政を専門的に分化さ

せ、州県を省に直結させようとする基本的な考え

は共通していた。

こうした海外政治視察大臣の提案を受けて、官

制改革案作成が本格的に始まったが、官制の改革

にはそれを促進しようとする側においても複雑な

問題が内在していた。清朝政権内部において立憲

制への移行に積極的であった蓋世凱は、官制改革

について、「一方二於テハ責任内閣ノ樹立ヲ主張ス

ルト共二他ノ「方二於テハ清国現時ノ惜敗上地方
マ`7

長官ノ権限ヲ緒少シテ中央集権ヲ実行スルノ時期
(ln

ニ非ラサルヲ唱道J Lたといわれている。こうし

た態度が、責世軌が地方官制改革に消極的であっ

たという評価を生みだす根拠になったのであろう

が、後にもふれるように、彼は地方官制の改革に

反対ではなかった。ただ彼にとって「責任内日軌

の樹立は立憲制移行準備のなかで最重要課題であ

り、これが実現しない以上、自らもその一人であ

る督撫の権限を削減し、中央行政府優位な行政体

系を編成することには賛成できなかったのであ

る。こうした去世軌の姿勢も影響したのであろう

が、官制改革案の作成はまず中央から着手される

ことになった。、

官制改革の草案作成を担当したのが、官制編制

館である。官編制館は慶設王変助等の指揮・監

督の下におかれたが、改革案の起草に責任を負っ

たのは載澤・徐世昌・去世凱等14人の編纂大臣

であり、張之洞等の総督は司道を派遣して協議に

参加させた。もっとも実際に改革の草案作成の実

務に携わったのは、騙毒蛇の館員たちである。編

制館は事務統括者である提調の下で、起草課・評

議課・考定課・審定謀の4誼に分けて人員が配

置されていた.館員の任命にあたっては各大臣が

それぞれに推薦し、最終的には軍機大臣でもあっ

所 用 ・役職 人　 名 略　　　　　　　　　 歴

振　　　 劇 孫 概 埼 フラ ン ス ・ ドイ ツ封重三公使

相 .l∴埼 姦 此凱 約位 / 内 部イi参 淡

起　 草　 課 金 翔 平

張 ・一購

脅 汝 #

i題ニ桒 療

・甲欄 間 入学 留学 / 磁 性 凱 文案 / 北 洋 憎絞 処

参 淡 / 直 裁 日精管 理 局 骨理

去 址 凱 幕僚 / 直線 僧 瞥 文案 / 北洋 l汰政 学

報 】 _】三筆

早 稲 llj入学 ・法政 大学 留学 / 外 務部 上部 / 鯖

部 商 務 司行 末

早 稲 ‖入 学 ・慶 応 入 学 留学 / 兵 部就 職

評　 議　 謀 陸 宗 輿

艶 邦 述

早 矧 Il大 学勧 学 / 進 士餌 ・暫務 学競 微増 /

巡 世 知,H I/ 海 外 政 治挽頒 大H 随 員

端 ノノ幕僚/ 海 外政治祝 煤人l 拙 員史郎員外 郎/

黙　 彦 民 織部 H 外郎 ・参 淡

陳　 毅 画調1番院 や菜 / 学 部参 事 / 海 外 政治 視 察 人

臣 随員

考　 定　 放 黄 瑞 麒

呉 廷 墜

海 外政 治 視察 人 臣 随 員

蕃　 定　 課 用 命 摸 海 外政 治 悦 雄人 臣 随 員/ 江 雛堤 学 使

銭 貨 訓 広 石学 頗 / 刑 部 上 部 / 巡 野 郎 参鏑

典拠:所属謀と入射こついては李qt孔r品柄孝之立憲運動一一衆論梁啓超張醤之

立憲主張J(r中国近代現代史論拠j第16鍼)を基礎に、mJ級用紙庫10月

19FL r講国時報」第21号の組曲こよって補正.

略歴は徐友春上鮎r民国人物人辞典1(河北人民出版社.1991年).1中軸J

l鮎年目l抗日・7月17臥1窺)7ft受月2日による.
(12)

た徐世昌が決定したといわれているから、最終的

な人員構成には彼の意思が強く反映していたもの

と思われる。人員の氏名と略歴は表1にまとめて

おいたが、略歴からいくつか特徴的なことを発見

できる。第一は日本留学経験者が多いことであ

り、提調を除く12人中4人が日本の早稲田大学留

学経験者である。とくに草案の起草にあたる起草

課に多く、4人中3人がそうである。第二は海外

政治視察大臣の随員が5人(1人は留学経験者と

重複)いること、第三は蓋世凱の幕僚経験者が2

人いることである。

編制館で作成された地方官制改革案の内容につ

いては後に分析するとして、ここでひとまず編制

館員、なかでも日本留学経験者のそれの個人的行

政改革論について見ておくことにしよう。とは

いってもすべての人員について分かるわけではな

いので、評議課に配置されていた陸宗輿を一事例

として挙げておくに留める。

陸宗輿は立憲制国家のあるべき行政制度につい

て、「要は統一にある」とし、全国の政治は中央の
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各部に帰し、各部は内閣で統括すべきだとする。

そして地方との関係では、督撫以下の地方官の地

位の昇降や進退は内閣に委ね、各部は担当する行

政事務について各省の地方官を指揮・監督すべ
(13)

きだとする。統括者としての総理大臣をもつ内閣

を頂点とする中央集権的行政体系を、陸宗典は個

人的意見としては提起していたのであり、留学経

験を通じて得られたであろう明治日本の行政制度

の影響がうかがえる。この陸宗輿を含む編制館の

館員たちによって官制改革の草案づくりが行われ

たのであるが、最初の案として知ることができる

のは「擬定官制大綱」として新聞に報道されたも

のである。

この「擬定官制大綱」は中央・地方両方の官制改

革案を含んでおり、光緒32年8月4日、5日、6日

(1906年9月21日～23日)付けの『大公報』に掲載

された。先に作成が進んだ中央官制改革案が上奏

されるのは光緒32年9月であるから、これは編制鰭

での作成途中の文字どおりの大網だと考えられ

る。「掟定官制大綱」は「中央政府官制」・「内外

司法官制」・「地方官制」・「地方自治制」の4

部分に大きく分かれているが、「内外司法官制」に

ついては、各級裁判所の設置に関することと、本

来法部に属すべき各省執法司を一時的に省の行政

官にすることの、いずれも簡単な規定があるだけ

である。「中央政府官制」については旧軍機処・内

閣を併合した新たな内閣の設置に関する規定が重

要で、総理大臣1人と副大臣2人、それに各部の

尚書によって構成される合議的行政機関としての

性格が与えられ、内閣で協議決定すべき事項とし

て法律の制定や予算決算に関することなど6項目

が挙げられている。また君主の批准を経た事項に

対する、総理大臣や主管尚書の副署権が盛り込ま

れている。

一方「地方官制」については階級を3級に区分

し、上位になればなるほど官治的性格を強めてい

る。まず省行政であるが、中央集権と地方分権を

折衷する原則が冒頭で述べられているが、あまり

具体的ではなく、中央にならって督撫の下に8司

を置くこと、それに国法に抵触しないかぎりでの

法律の公布権が規定されているだけである。8司

の名称は戴鴻慈等の海外政治視察大臣が提起して

いたものとほとんど同一であるが、若干詳しい権

限規定が盛り込まれている。中央集権と地方分権

の折衷という原則との関係で注意しておくべきこ

とは、各司によって中央との関係が区別されてい

る点であろう。たとえば執法司は暫時的に督撫の
/

指揮下に置くが、将来的には法部に帰属すること

になっている。警察制度に関しては、省城までは

国家警察の制度を適用し、巡警司は地方警察制度

を通用する府州県以下の警察を監督することに

なっている。軍政司は中央に直属するが、地方の

非常時に限って督撫に指揮権を認めている。また

外交司も外務部に直属するが、教案等をめぐる地

方に限定された外交交渉に限って督撫の主管を認

めている。このように「擬定官制大網」は省行政

に関して、中央の行政権との調整に配慮しつつ、

これまでにはなかったような行政官の専門分化を

実施しようとしているのである。

新しい府州県行政については、海外政治視察大

臣の提案をほとんどそのまま組承している。これ

までの道・府を廃止して面積と人口を基準に旧

州県を新府州県へ改変し、行政長官の下に内務・

警務・収税・監獄の4部に分かれた行政機関お

よび行政長官を補佐する協議機関として参事を、

それに郷会から選出される議員によって構成され

る議会組織として府州県会を設置することが盛り

込まれている。郷市に自治制を導入する規定も同

様に海外政治視察大臣の提案を継承したもので、

地域住民の選挙によって選出された議員で細会・

市会を構成するが、細長と異なって、市長につい

ては自治・官治両方の性質を折衷するとしてい

る。

省行政組織の改編という課題との関連で注目す
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べき「擬定官制大網」の内容は、第一に海外政治

視察大臣の提案を継承して行政の詳細な専門分化

を実現しようとしたことである。第二に官制編制

館の一員であった陸宗輿の個人的意見のようには

行政の中央集権化を明確にしていないが、行政官

の担当事務内容によって漸進的に中央の行政権限

を強化しようとしていたことである。この「擬定

官制大綱」での省行政組織改編案に対する評価に

ついては、当時、中央官制改革の作業が先行して

いたためか、あまり具体的な事例が把握できな

い。ただ改編に必要な経費負担の面からの批判が

提示されており、8司をそのまま設置するのでは

なく、現在の布政・按察・提学の3司はそのまま

とし、必要な専門的行政機関は3司の下に局とし
(14)

て設置すべきであるという批判と提言があった。

たとえ経費の面で問題はなかったとしても、8司

を実際に設置するた吟にはその行政事務を担当す

るのにふさわしい人材が必要であり、この面でも

困難を伴ったであろうことは当然推測できる。実

際にこの後、これほどに専門分化した省行政組織

を設置しようとする提案は見られなくなるのであ

り、経費と人材面での制約は大きかったと考えら

れる。

3.編制館による地方官制改革案の提示と督撫の

反応

官制編制鰭で起草され、載澤等の編纂大臣の検

討・承認を経た中央官制改革案がまず慶親王変

動によって上奏され「内閣官制草案」等が提示さ

れた。その内容は「擬定官制大綱」で示された基

本方針と同様に、旧内閣と軍機処を廃止して総理

大臣を有する新内閣を置くというもので、統一的

で合議的形態をもった中央行政府を樹立すること

が企図されていた。ところが上論によって清朝が

承認したのは、尚書の一人制による各部の責任の

明確化と、担当行政事亨剃こふさわしい名称の変更

等でしかなく、新内閣の設置は認められていな

(l～)

かった。この上論が出された光緒32年9月、続いて

地方官制の改革に着手するよう指示する上諭が出
(161

された。

この上諭を受けて編制館では、省行政組紡こ関

する2案を含む地方官制改革案を作成して地方督
(17)

撫に打電し、賛否の意見を求めた。この編制館の

電報は地方官制の現状について、明の官制を継承

して官を監督する官のみが多く、州県では少人数

の行政官で過重な行政事務を担当し、結果として

背更等の横行を許していると批判し、まず地方行

政の簡素化を提案している。すなわち旧来の府州

の所属県への監督的機能を廃止し、新府州県は省

に直結させることになっている。新たな府州県内

部では事務の多様化に応じた行政の専門分化に注

意が払われ、行政長官の下に財賦・巡警・教育・

監獄・農工商・庶務の各行政官を配置すること

が提起され、しかもこれらの行政官は同一の公署

に集まって行政事務を遂行するものとされてい

る。また人民の選挙による府州県議事会と董事会

の設置を提案しているが、後者は議事会の議決事

項を執行するにあたって行政官を補助する組織で

ある。そして後に具体化する方針とは異なって、

府州県での議事会等の成立をまって自治制を城鎮

郷へ拡大するとしている。

省行政組織の改編については、次の2案を提示

している。ここでは叙述の便宜上、この2案を掲

載の順序にしたがって(a)案、匝)案とする。ただ両

案は対等ではなく、作成者の側では(a)案のほうを

優位においている。(a)案は「立憲国官制と最も近

い」と説明されているが、内容は以下のようになっ

ている。まず督撫を統括者とする合議的省行政組

織として、「行省街門」の設置が規定されている。

督撫の次に位置する行政官としては布政司・按

察司が置かれており、海外政治視察大臣の提案や

「擬定官制大綱」に見られた司道の専門的分化の

面は後退している。ただ両司の下には中央官制の

参議に相当する行政官が配置されることになって
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表2　省行政組織改編案への書換の回答

おり、「布政・按察以外の司道・局所を合わせ、司

を分けて官を設ける」と述べている。これ以上の

詳しい説明がないため厳密な判断は困難だが、布

政・按察両司の下での行政の専門分化が念頭に

おかれていたのかもしれない。

編制館が作成した省行政組織の改編に関する(a)

案では、行政の専門分化が後退しているのである

が、これはおそらく経費や人材の面からの批判が

影響した結果であると考えられる。しかしこの案

では、省行政の合議的運営がはじめて具体的なか

たちで提起されている。省行政の合議的運営を担

う組織が行省街門であるが、督撫は毎日所属官と

ともに行省街門に入り、省内行政の執行に関する

事項を協議・決定することになっている。立憲制

国家の地方官制に近いと説明されたこの(a)案の

内容の、清朝のこれまでの地方行政組織との主要

な相違点は、「擬定官制大網」に比較すると新府州

県も含めてより下位の階級においてではあるが行

政の専門分化が図られていることと、合議的行政

組織の編成が提起されていることである。なお省

には高等審判庁の設置を予定し、司法と行政の分

離が明示されているが、当然この点も立憲制国家

の官制に近いとされた理由の一つである。

もう一つの匝)案は、「現行の官制を若干変更し

て、責任を専らにし、権限を明確にしたもの」と

説明されている。この説明から分かるように、(b)

案は省の行政組織そのものには手をつけず、省行

政官の担当事務と権限を明確にすることを主眼と

している。まず督撫については、その主たる責任

範囲として外交と軍政が挙げられ、合わせて省内

すべての行政・司法を監督するものとされてい

る。(a)案に比較して省行政の統括者としての性格

は希薄であるが、督撫個人の権限の強弱はともか

く、このような督撫の位置づけは清朝本来の地方
(lIl

官制に近い。布政司の行政権限については民政と

産業の分野、按察司のそれについては司法行政と

高等審判庁の監督が挙げられている。これ以外に

人　　　　　　 名 (a) 案 に つ い て (b ) 寅 に ′川 、て

古　 林　 持　 ポ　 謹　 葦 可

不 可

湖 南 巡 撫 琴 鹿 茸 可

新　 項　 巡　 撫　 尊　 魁 可

広 丙 逓 撫 林 沼 牛 可

閃　 漸　 総　 ¶　 崇　 発 .・1

雲 n‖ 監 骨 ?ト 捧 持 l-r

n l組 む:将 博 8日 5 全 可 辺 芥で は 不適 1

江 南 巡 撫 真 屯 腐 可

票 正 妃 何 丁 窮日揮 仔 II:実 行 修 正 実 行

婁　 敬　 巡　 撫 眉. 銘 先 に 人材 と資 金 を躊 先 に 人材 と育 金 を確

山 東 巡 撫 暢 -j 二繍

保 す べ し 保 す べ し

(b)案 と折 衷す べ し (a)寅 と折 衷 すべ し

布 政 司は 民 政 と農 工

山　 西　 巡　 撫　 眉. 壽 塵 誓 蒋項 は 丙 一に 、

河 南 巡 撫 彊 人 駿

そ の他 は 専 官 が 臼t

不 可

薪 江 巡 撫 張 付 放 不 可

門　 川　 総　 僻　 錫　 良 不可
商 葉 のみ 担 当

不 可
再　 広　 総　 専　 用　 棟 権同 を分 け な けれ ば 補 佐の 富 を 増や して

事 にあ た っ て無 責 任 無 声任 の 弊 弁 をな く

糊 広 総 憎 張 之 洞

にな る す

不可 不 可

盛 京 将 慨 椚 爾 雲 不 可

江 蘇 巡 撫 陳 ¢ 籠 可

快 丙 巡 撫 寧日 璃 書 可

湖 南 巡 撫 磨 鴻 書 可

典拠ニr申報Jl洪)7年2月a)口

許:回答の期間がかなり長期にわたっているため役義が重指している場合
がある.

財政司を新設し、財政と交通に関する行政を担当

させるとしているから、布政司と按察司の旧来の

権限の一部が財政司に移管されることになる。こ

の匝)案は省の軍事・行政権限を督撫、布政司、按

察司、財政司の間で分割し、その限りで責任と権

限を明確にしているが、省行政の統「的・合議的

運営という内容はまったくない。

こうした内容の編制館作成の地方官制改革案の

提示を受けて、各地方の督撫はそれぞれ回答を寄

せてきた。地方官制改革全体について見ると、議

事会の開設など地方自治的制度の導入への慎重意

見が多く、旧来の府州の廃止については賛否が伯

仲していた。それでは省行政組纖の改編について

はどうであったろうか。省行政組織の改編をめぐ

る(a)仲)両案への督撫の回答のみを取り出して、表

2に整理してみた。まず賛否が明確な督撫の人数

を見ると、反対の意思の表明は同数であるが、賛

成の数は(a)案のほうがはるかに多く、回答を寄せ

た全督撫の約40パーセントを占めている。だが編

制館が重視したのは単なる賛否の多少ではなく、
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賛否の意思を表明する人物であった。当時の新聞

によれば、編制館ではとくに直隷総督衰世凱と湖
(】91

広総督張之洞の意思に注意していた。

表2から分かるように、張之洞は両案ともに反

対の意思を表明していた。彼の回答は内容のすべ

てが核心をついているというわけではなかった
(刀〉

が、長文かつ詳細であった。彼の基本的な考えは、

今回の改正は立憲制に移行する準備のためのもの

であるから、それと関係のない事項については、

混乱を避けるために改革に着手すべきではないと

いうことにあった。まず府州県以下の問題につい

ては、議事会等の名称や権限について批判してい

る。名称については、各地方に開設されている各

種の「紳局」と同様にr局」とし、「会匪」の名称

との混乱を避けるべきであるとし、権限について

は議事会や透事会ともにその範囲を明確に限定

し、官の行政が干渉されることのないようにすべ

きであると主張している。彼の考えでは、権限を

明確に限定したうえで人民の地方政治への関与を

許し、1時あるいはそれ以上経過して人民の程度

が向上したことを確認した後に、立憲の実行を議

論すべきであるということになる。府州県の問題

についてはこの他、旧来の府の廃止に反対し、専

門的行政官の設置については財源面での危惧を述

べている。

次に省行政組織の問題であるが、(a)案について

は、まず同一公署での行政事務遂行の方針を批判

しているが、指摘しているのは行政事務遂行にあ

たって時間と場所を共通にすることの不便や合議

による決定の迂点であり、全般的には技術論的な

批判である.(a)案についてより厳しく批判してい

るのは、行政と司法の分書である。州県等の行政

官が司法に関与しない状態では、効果的な行政の

運営は団透であると枝は考えたし、一般の訴訟案

件に対応できるような司法制度の整備が容易に行

えるとは巴えなかった。それに加えて、日本の制

度を籍装していると思えたことも反発の嶋鎚に

なっていた。そうした批判や反発は省行政に関す

る(a)案だけでなく、府州県の制度に対しても見ら

れた。省行政に関しては、匝)案への批判がより厳

しく、布政・按察・財政各司の間の権限配分の不

適当な点を批判し、現行の布政・提学・按察の3

司制の維持を主張している。

最初に指摘したように、張之洞は財政的裏付け

が十分でない現在において、社会の動揺を避ける

ために、地方官制の改革は立憲制への移行準備に

必要な最小限に抑えるべきだと考えたが、彼の目

からすれば議事会や董事会の開設による人民のご

く限られた範囲での地方政治への関与と啓蒙以

外、編制鰭が提示した改革案の内容は立憲制への

移行準備とは無関係に思われた。こうした判断が

張之洞をして拙ぼ全面的な反対の態度を、改革案

に対して表明させたものと思われるが、それに加

えて改革案が日本等の外国の模倣のように思えた

ことも我慢できない点であった。彼は回答のなか

で、「今日立憲ヲ預備スルハ只須ラク立憲ノ用意二

台スへク必シモ海外立憲国ノ官制二合スルヲ求ム

ルノ要ナシ」と、述べていた。

一方、去世凱の回答はこの表のなかに見られな

いが、当時の新聞紙上では彼の意見が伝えられて
ロ‖

いた。張之洞の意見との比較に注意して整理する

と、それは次のようになる。まず旧来の府以下の

行政組応の残置や註事会の設置賛成といった点で

は意見に大きな食い違いはないが、蓋世軌は州

県、省ともに行政の専門分化を進めようとしてい

た。各県には視学官とともに警察、塩務、軍政を

処理する「局所」の設置を主張し、省については

度支司と巡警司の増設を主張していた。衰世軌

は、(a)案にあったような合議的行政組織の設置に

ついて具体的には言及していないが、公文書等の

司道による「転詳」を廃止し、知県に至るまでの

地方行政官を督撫に直結させることを提案してい

たから、省内行政の統括者としての督撫を追求し

ていたことが分かる。また裁判所の設置を積極約
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に推進しようとしていた点も、張之洞の意見と異

なっていた。

また日本の参謀本部の調査書は、編制館の地方

官制改革案に対して張之洞の反対が最も強力であ

ること、省行政組織改編の(a)案に賛成した督撫の

一人が雲貴総督の琴春塩であることを指摘すると

ともに、「本案主張ノ首脳者タル蓑世凱、端方力本
(ごl

改革二賛成」したと述べており、蓋世凱は編纂官

制大臣の一人として、この地方官制改革案に基本

的に賛成する立場に立っていたのである。こうし

た蓑世軌と張之洞といった有力な督撫が相反する

態度を示すなかで、編制館では地方官制改革案の

修正に着手することになった。その過程と結果は

次に述べるとして、今回の地方官制改革案の打診

をめぐっては、中央との関係において地方督撫の

有すべき権限を強力に主張する人物もいたことに

ふれておきたい。

表2から分かるように、編制館が作成した省行

政組織改編案のうちの(a)案に賛成した督撫の一

人が琴春堤であるが、彼は両広総督に転じた後、

(a)案が改革を進めようとする人の意中の案であ

り、また立憲各国の官制に近いことから、毅然と

これを実行すべきだと回答したことを振り返り、

財源問題を理由とする批判に対しては、現在各省
(B)

に開設されている「局所」を維持する経費は、大

きな省では数十万、小さな省でも数万を下らず、

こうした費用を転用すれば困難ではないと主張し

ている。琴春堤はこのように編制館の省行政組織

改編案を積極的に支持する一方で、日本の廃藩に

見ならって督撫の財政権や軍事権を中央に回収し

ようとする意見があることを批判していた。彼に

よれば、国土が狭く人口の少ない日本とは比較が

できず、しかも太平天国以降、督撫の権限がやや

重くなったといっても、「進退の機宜はことごとく

廟謀に拠っており、大難が速やかに治まっている

のは、幸いにこれ有るに頼っている」と述べてい

る。琴呑堤にとって督撫の意思の調整は必要だ

が、その桂限の重さは拉持されるべきものであっ
(:lI

た。

地方官制改革案に対する以上のような百歳たち

からの回答を受けて、編制館では改めて本格的な

改正案作成の作業に入り、光持33年5月になって

「各省官制通則」が上奏されるにいたった。これ

は清朝の確定された地方官制というわけではな

かったが、国会開設要求の高まりとともに盛んに

なる行政制度の整備をめぐる議論の一つの指針と

なり、部分的な内容は次第に各省で実施に移され

ていった。

4.「各省官制通則」の制定

様々な内容の督撫たちの回答を集約し、条文化

された地方官制改革案を作成するのは容易なこと

でなかった。実際に当時の新聞は、地方官制改革

案作成が延期されるのではないかという報道をし

ばしば行っていた。ただ官制改革案作成の最終的

責任者であった慶親王変動は、改革案作成作業を

前進させようとする意志をなおもっていたよう

で、寄せられてきた督撫たちの回答について、改

革に積極的であった蓋世凱、端方と電報で協議し
(251

ていた。

地方官制改革案に対する督撫からの回答を得た

編制館では、全体的には次のように総括した。ま

ず省の行政組紺こついては、匝)案を掛酌すること

を求める督撫も少なくないが、(a)案への賛成者が

多いと判断した。州県行政の改革と自治制の導入

については、督撫の意見をまとめることはほとん

ど困難であること、各省の状況や進歩の程度は一

致しておらず、加えて長年の慣習があることを認

めた。そして督撫たちのいう財源不足と程度の不

一致に理解を示し、にわかに強行するのは困難で

あると判断した。また行政と司法の分離もすぐに

着手するのは困薫だと判断し、審判庁の整備を15
(25)

年かけて完成させる方針を示した。省行政組織の

改革についてはともかく、行政と司法の分離、州
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県行政の改革、それに自治制の導入については当

面は非常に困丑であるという認識を持たざるを得

なかったのである。

しかしだからといって州県行政を、現状のまま

放置しておくわけにもいかなかった。なぜなら本

来、州県に配置されている正規の行政官は非常に

少数であった。ところがとくに「新政」の開始以

降、それまでにまして担当すべき行政事務は増大

していたからである。このままの状態では「新政」

の諸政策を実際には着手しないまま放棄するか、

そうでなければ背更の手に委ね、その横行を許す

しかなかった。そこで財政負担に配慮しつつ、専

門的な補佐官を州県に配置する案が検討されるよ
¢刀

うになった。結論的にいえば、総務長・主計員・

警務員・勧学員・勧業員・典獄員という6種類

の補佐官を、各州県に配置しようという案であ

る。しかしこれだけなら編制館が督撫たちに宛て

た電文のなかにあり、督撫のなかからは財政負担

と人材迂の危惧が示された財横から庶務までの6

種類の官吏の配置と大きな違いはない。

だが督撫に打電した案の場合は六品から九品ま

での正規の官吏であったが、新たに検討された案

はそうではない。選任は各州県の手に委ねられて

おり、選任される対象は官絆に限られず、一一定の

資格を基準に法政学堂の卒業生、挙人・貢士・生

員、それに地方名望家にまで広げられている。す

なわち一種の「郷官」の採用によって、人材不足

を解決しようとしているのである。また財政上の

問題については、6種類の専門的補佐官はすべて

が新設というわけではなく、次のように過重な負

担は生じないと説明されている。学部が公布した

勧学所章程では各州県に動学員を配置することに

なっており、また警察制度を充実させることにな

れば警察官の配置は当然必要になってくるのであ

り、勧学員と警務員の配題は既定の事実である。

さらに監獄官は以前から配置されていたのであ

り、ただ改良を加えただけである。したがって耗

粋に新設する専門的補佐官は主計員と勧業員だけ

であるが、これを含めてある程度の兼任を許し、

最低4人の専門的補佐官を設置させることにすれ

ば、財政上の負担も過重にならないというのであ

る。説明に無理がないわけではないが、旧来の府

が温存されてこの点での財政の軽減が不可能にな

り、一方、諸事会や董事会の開設という自治的制

度の導入には抵抗が強かったことから、編制館で

はこのようなかたちで州県行政の改革を軌道に乗

せようとしたのである。

督撫からの回答を得た編制館では、慎重な意見

がとくに強かった州県行政について以上のような

検討を行い、まず「直省官制総則草案」を立案し

たが、それは再度の修正を経て、「各省官制通則」

として光緒33年5月に慶親王変助によって上奏さ
(2鳥l

れ裁可・公布された。この「各省官制通則」制

定までの過程について一つ注目しておくべきこと

は、編纂官制大臣たちが張之洞の意見を退け、蓋

世凱が定めた省行政組織改編の方法を採用したと
(か)

新聞で報道されていたことである。その方法の骨

子には2点あったようで、一つは督撫に直結する

専門的補佐官の充実であり、もう一つは省政に関

する合議機関としての「議政処」の督撫街門内へ

の設置であるが、後の条文に即した説明から分か

るように、この2点の骨子は「各省官制通則」の

なかに確かに活かされていた。

この「各省官制通則」を公布した翌年、清朝は立

憲制国家移行までの9年間にわたる各年ごとの準

備事項を明示したが、そのなかには第2年目に中

央官制の、第3年目に地方官制の制定が盛り込ま

れていた。したがってその時になれば新たな中央

官制と地方官制が制定されることになるが、それ

までの間はこのr各省官制通則」が有効なものと

して機能することになった。また実際のところ

は、中央官制はともかく、地方官制については結

局制定に至らなかったから、清朝の地方官制に関

する規則としては「各省官制通則」が最後のもの
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となった。

「各省官制通則」を添付した慶毘王変動の上奏

は、最初に今回の地方官制改革案作成の意斑と基

本方針を述べている。国土の広さと人民の多きと

いう点での諸外国とは比較にならない中国の特殊

的条件に言及しつつも、「新政」の開始以来その実

効が挙がっていない現状を指摘し、立憲制移行の

準備として着手しなければならないと、地方官制

改革の必要性をまず説いている。この必要性を説

くまでに、地方官制改革に関する編制館からの電

報での打診に対する回答が、数カ月にわたって各

督撫から寄せられたこと、その内容には全くの賛

成論から実施延期論までがあったことにふれてい

たから、これはどのような内容ではあれ地方官制

の改革に着手する意志をまず表明したものであっ

たといえる。.

地方官制改革の基本方針については、省行政と

州県行政に区別して提示されている。省行政組織

の改編は司道の担当業務に即した名称変更と増設

を基本方針としており、削減の対象となったのは

分守・分巡道であるが、これも遠く離れた省につ

いては名称を変更して残置することになってい

る。次に州県行政については、次の2点が基本方

針として提示されている。第一は審判庁を設置し

て司法独立の基礎とすること、第二は補佐官を増

設して地方自治の基礎とすることである。この2

点はともに、「新政」や立憲制移行の準備を州県で

有効に進めることを目的にしていた。州県の長官

を訴訟事務から解放することによって他の行政事

務の遂行を容易にし、同時に専門的能力を有する

補佐官を増設することによって新たな行政事務へ

の対応を可能にしようというのである。補佐官の

役割としては自治制導入の準備も挙げられていた

が、このことは自治制の導入には当面は着手しな

いということでもあり、地方官制改革に消極的な

督撫たちの意見に配慮した結果であるといえよ

う。

基本方針に関して最後に指摘しておかねばなら

ない点は、「各省官制通RⅢはすぐに全国的な実施

が期待されていたわけではないことである。これ

は各督撫の回答の内容に配慮したためであり、各

省の状況の不一致、人民の知識の程度の低さ、人

材や財源の不足を理由に全国同時の実施は因迂で

あると判断している。そこで省制を採用したl劫1

りで着手しやすい東三省でまず実施し、次いで交

通の便がよく社会の風気も比較的開けている直

隷、江蘇で実施し、全体としては15年で完成させ

る予定が設定されている。したがって「各省官制

通則」の実施は東三省、直隷省、江蘇省では一応

近年内の実施が予定されているのであるが、それ

以外については何時の時点で実施するかは督撫の

判断に委ねられていた。こうしてみると「各省官

制通則」は裁可、公布されたといっても、一体い

かなる実質的意義があったのかという疑問が、当

然生じてくる。後にふれるように、当時において

もそのような意見が見られた。しかしまず地方官

制に関する改革案として、これまでの清朝の官制

には存在せず、しかも中華民国初期にまで継続す

る内容が含まれていること、また全面的ではない

にしても、内容の重要な部分についてかなり実施

に移されていることは軽視できない。

「各省官制通則」の各省での実施状況は、東三省、

直隷、江蘇を中心にかなり把握することができる

が、そのような実態に関する研究は別の機会にま

わし、ここではまったく内容の説明に限定する。

また主題との関係で省行政組織の改編に関する内

容を中心に扱い、州県行政については簡単にふれ

るに留める。「各省官制通則」の形式的な構成につ

いて見ると、全文34条で、そのなかの第19粂まで

が省行政組織に関する条文であり、第20条から32

粂までが府州県行政に関する条文、第33条と34条

が地方自治と司法に関する条文となっている。

第3粂までは督撫の権限と職責に関する規定で

あるが、現状との異同についていうと、総督と巡
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撫の重複配置の廃止が挙げられている。したがっ

て総督が配置されている省には、巡撫は置かない

ことになる。総督は一省あるいは数省を単位に配

置されるが、その権限は地方行政全般の統括に限

られず、外交と軍事にまで及んでいる。巡撫もほ

ぼこれに準じた扱いがなされているが、これは太

平天国以降、督撫が事実上掌握してきた権限の承

認を意味している。この権限規定との関係で問題

になるのは、第3条での中央行政各機関との関係に

関する規定である。第3条は、中央各部の指示事項

について督撫の履行義務を挙げているが、例外規

定も盛り込まれており、「督撫が地方の状況に障害

ありて実行し難しと認めるもの、各部と協議して

適宜に修正あるいは奏明請旨して処理すべし」と

されている。この例外規定を限拠とすれば、督撫

は君主との直接の関係によって中央行政各機関の

指示の実施を回避できるわけであって、中央・地

方の行政府上の関係における集権化は困難にな

る。

第4条、5条は、督撫街門の幕職に関する規定であ

る。これまでは督撫と私的な関係でしか存在して

いなかった幕僚・幕友と称される人員が、秘書員

あるいは参事員として督撫を補佐することが公的

に認知されそれぞれ専門の業務を担当すること

になった。秘書員・参事員ともに任用権は督撫に

あり、君主に対しては報告義務があるのみであっ

た。また彼らの職務規定も、督腹が独自に制定で

きた。秘書員は機密性の高い文書管理が主たる業

務であり、その他、次に述べる参事貝の担当分野

以外の業務はすべて秘書員が担当する。参事員は

交渉・吏・民・度支・礼・学・軍政・法・農工

商・郵伝の10科に、原則的にはそれぞれ1人ずつ

を配置するが、必要がなければ3科以内で兼務可

能であった。この参事員設置の趣旨は、「新政」の

実施や立憲制への移行準備を進めるにあたって、

専門的知義の面から督撫を補佐させることにあっ

たろう。そして第19条で、督腹の幕葛が専門的に

分化して補佐的業務を担当することになった点を

前提に、これまで設置されていた「各項局所」は

業務の繁簡に応じて次第に削減すべきことが規定

されている。ここにいう「局所」とは、太平天国

以後各省ごとに多数設置されるようになった善後

局、産金局等の「公局」を指すと考えられるが、

こうしてみるとこうした「局所」は中央行政の末

端機関というよりは、督撫が遂行する省行政を業

務ごとに支える機関であったことが分かる。

第6条から18粂までは、省行政において次官クラ

スに相当する司道に関する規定である。まず指摘

しておくべきことは、既存の司道の名称変更と職

務範囲の確定である。布政(戸口・財政等の担

当)、提学(教育行政、学堂の監督を担当)両司の

名称はこれまでどおりであるが、按察司は提法司

と改称して司法行政と審判庁の監督にあたる。こ

の3司について注意しておくべきことは、いずれ

も「本管督撫の指揮統括を受けて」行政事務の遂

行にあたるものとされていることである。清朝本

来の行政制度においては、督撫と布政・按察両司

との問に指揮命令関係はなく、ともに一省の行政
(ご蜘

長官であった。太平天国以後、事実において布政・

按察両司は督撫の下位に位置するようになってい

たが、「各省官制通則」は両者の指揮命令関係を法

的に認知したわけである。

新設の司道が巡警道と勧業道である。前者は省

内の警察・消防・戸籍・営繕・衛生事務を担当

し、後者は農工商業と交通行政を担当し、これま

で按察司が担当していた駅伝事務はここに移管す

る。先にふれたように慶親王が上奏した「各省官

制通則」は、戴澤等の責任で編纂された「直省官
い11

制総則草案」を基礎にしていたが、変更された点

がなかったわけではない。一つの重要な変更点

が、この巡警道と勧業道の設置である。「総則草

案」では、第9条で布政司に1人ないし2人の副

司を置くことになっており、彼らが民政、農工商

務、交通に関連する行政を担当することになって
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いる。上奏に至る過程において、この副司を道員

として独立・昇格させたわけであり、省行政組織

の専門分化という点では上奏された案のほうがよ

り進んでいたといえよう。

この巡瞥道と勧業道について問題なのは、指揮

命令関係が明確でないことである。3司について

は直接の指揮権者は督撫であったが、2道につい

ては何の規定もない。その理由は、関連する中央

の行政機関がまだ成立したばかりであったためか

もしれない。翌年になると勧業道、巡警道といっ

た新設司道の任用や職務に関する規定が整備され

はじめるが、たとえば勧業道についてみると、そ

れをめぐる指揮命令関係の規定は複雑であった。

勧業道は督撫の指揮統括を受けるとされている

が、一方では農工商部や郵伝部の指示も受けて全

省の産業行政を担当し、農工南部・郵伝部の審査

を随時受けるともされており、指揮命令関係にお
(32)

ける一元性を欠いていた。その他、塩運司や督糧

道等に関する規定も盛り込まれているが、本稿の

主題との関連は薄いので省略する。

省行政について最後に言及しておかねばならな

い「各省官制通則」が含む重要な問題は、第6条

に盛り込まれている。第6条によれば、各省の督

撫は本署に会議庁を設置し、定期的に司道以下の

地方官を召集して重要な事項について協議し、執

行を決定することになっている。これは督撫を統

括者とする司道およびそれ以下の行政官の合議的

省行政機関の設置を意味している。編制館が督撫

に打診した省行政組織案のうちの立憲制国家の官

制に近いとされた(a)案のほうには、合議的行政機

関として「行省街門」の設置が盛り込まれていた

が、「各省官制通則」では同趣旨の機関が会議庁と

いう名称で導入されたのである。ただ(a)案には無

い規定も含まれており、会議庁の場合は、地方に

関係の深い事項について協議する時は「公正な郷

紳」を選んで参与さすことができるようになって

いる。この会議庁での協議への紳士の参加につい

ては、民間の側でも注目しており、たとえl掴全

速開運動で活躍した直隷討議局歳員の孫洪伊は、

会議庁での協議に参加する紳士の人数は督撫の側

で決定するにしても、選出は諮歳局に委ねるべき
U3)

であると後に主張していた。

以上、「各省官制通則」での省行政組織改編案の

内容とその意義について述べてきたが、次に府州

県以下の制度に関する規定を簡単に整理しておこ

う。まず第一に、旧来の府州県の区分は維持され

ている。各府および直隷州は督撫の指揮命令の下

に所属州県の行政を監督することになっており、

海外政治視察大臣が提案して以来の地方行政の簡

素化は実現されていない。したがフて各州県は省

に直結せず、知州・知県は知府・直隷州知州の指

揮・監督の下で行政の遂行にあたることになる

が、会議庁の設置が全省行政統括者としての督撫

の地位を担保していた。

一方で慶親王の上奏での基本方針にも見られた

各州県における専門的補佐官の配置と、担当業務

の確定に関してはかなり詳しい規定が盛り込まれ

ている。配置される補佐官は警務長(消防・戸籍・

警察・営繕・衛生行政担当)、祝学員(教育行政担

当)、勧業員(産業行政担当)、典獄員(監獄に関す

る行政担当)、主計員(徴税業務担当)それぞれ一

人である。これらの補佐官については、「挙人・玉

東および中学以上の卒業生」を条件に「国文」と

「科学」の能力に優れた人材を採用することに

なっている。ただし視学と勧業の二員について

は、輿論や能力を条件とする州県からの推薦に

よって、本地の紳士を採用することが規定されて

いる。いわゆる「郷官」の採用であろう。なお第

31条では、州県内を若干の区に区分し、区官を置く

ことが規定されているが、社会のより下位にまで

行政力を浸透させようとする意志の表れであろ

う。

最後の第33条と第34条では、それぞれ議事会・

董事会の設置、高等審判庁から初級審判庁までの
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裁判組織の設置が規定されているが、条文は簡単

で細則の制定はいずれも民政部や法院に委ねられ

ており、細則決定以後に実施するものとされてい

る。海外政治視察大臣が掟起し、「擬定官制大網」

の中にも盛り込まれた地方自治制の採用は、この

時点では実施が見送られたわけである。

以上、光緒33年5月に上奏され、裁可・公布に

至った「各省官制通則」の内容について検討して

きた。この「通則」に関しては当時、「従来ノ制度

ト大差ナク」、「中央官制ノ改革ト等シク龍頭蛇尾
(封)

ニ終レリ」という厳しい評価が見られた。このよ

うな低い評価の根拠は、督撫に強い権限が与えら

れ「地方分権制」が維持された点におかれていた

が、中央との関係という視角からの問題は、後に

憲政編査館で起草される官制改革案をも視野に入

れて改めて検討するとして;-省行政組纖それ自体

として見たとき、「通則」には何の意義もなかった

と果たしていえるであろうか。

まず第一に注目すべき点は、行政紐鰯の専門的

分化が進められたことである。海外政治視察大臣

の提案や「擬定官制大綱」では8司が設定されて

おり、それと比較すると分化の程度は低いが、巡

善道と勧業道の新設だけでなく、督撫の補佐官と

して詳細に区分された参事員の配置を規定したこ

とは、省行政の緻密で有効な運営を可能にすると

いう意味で評価できよう。行政の専門分化は州県

行政にも適用されようとしているが、名称等「通

則」で指示しているのと同様な行政の分化は、中

華民国成立直後においても実際に実施されていた
OII

ようである。第二は、督撫や司道以下の官が参加

する会議庁の設置が規定されていることであり、

こうした合議的行政機関の設置は統一的な省行政

の運営を可能にする点で意義がある。地方官制に

先行して実施された中央官制改革の大きな弱点の

一つは、当時必要が指摘されていた「責任内閣」

の設置ができなかったこと、すなわち統一的、集

権的中央行政の運営を可能にする組織を欠いてい

たことにあった。「通則」について見ると、さらに

会議庁への郷紳の参加を認めており、省行政を地

域社会の指導者たちとの合意によって運営できる

制度的保障を与えていた。

5.おわりに

海外政治視察大臣の帰国後の報告を受けて、清

朝は立憲君主国家へ移行する意志を示し、最初の

準備として官制の改革に着手した。海外政治視察

大臣あるいは官制改革案の起草に携わった編制館

の日本留学を経験した館員は、実行の速度という

面では若干の相違はあったかもしれないが、とも

に中央集権的行政組織の編成を追求した。このよ

うな指向には明治日本の政治体制の影響があった

であろうが、彼らが企図したような中央行政組纖

は成立しなかった。その原因は、しばしば去世凱

の野望への非難や若い留学経験者の活躍への反感

をともなって表れた「責任内閣」設置への反対、

すなわち合議制という形態を採用した集権的行政

府設置への、保守的勢力の忌避にあった。

中央において集権的行政府が成立せず、しかも

尚書の一人制による責任の所在の明確化と名称の

変更といった程度の内容をともなう個別の行政機

関の改組とはぼ同時に地方官制改革案の作成が始

められたため、中央と地方の権限調整は事実上不

可能であった。中央と地方の行政権限の調整が本

格的に論議されるようになるのは、達壽の後を次

いで日本憲政の視察に従事した李家駒が帰国して

からであった。李家駒が帰国してから憲政編査館

で立案が進められた行政改革案については改めて

検討する必要があるが、明らかに中央匪位な行政

権限の調整を目指していた。その時に問題になる

のがすでに成立していた「各省官制通則」への対

処であるが、結局のところ「通則」は清朝が崩壊

するまで効力を持ちつづけた。

立憲制国家への移行を決定した直後に着手され

た中央官制の改革が実質的成果を挙げ得なかった
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こととの比較において、「各省官制通則」の制定に

は以下のような意義を発見することができる。第

一に、行政組織の専門的分化が図られたことであ

り、それは省行政だけでなく州県行政についても

見られた。第二に、会議庁という名称での、督撫

を中心とする合議制の形態を有した行政組纖の設

置が規定されたことである。会誌庁は実際にかな

りの省に設置され機能していたことを確認できる

が、こうした実情については別の機会に検討する

として、「通則」の規程上からいえば、これは督撫

を中心とする省内行政官の協議機関であった。し

たがって省内行政の集権的運営を可能にする組織

的保障としての意義を有しているが、このような

集権的組織の設置が中央官制改革においては実現

しなかった。第三に、この会議庁という名称で設

置された行政官の協議機関には、郷紳の参加が認

められていたことである。この点には、地域社会

の指導者との合意形成を基盤にした省内行政の運

営を可能にする制度的保障としての意義がある。

このように「各省官制通則」制定の意義を整理し

てみると、立憲制国家への移行を決定した直後の

清朝の官制改革は、中央よりはむしろ各省の行政

組織の整備を促進することになったといえよう。
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